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道府県所
管の区分

応札・応募
者数

備　　考

料金後納郵便

支出負担行為担当官
関東財務局総務部次長
長谷川　一彦
埼玉県さいたま市中央区新
都心１－１

令和5年4月3日

日本郵便株式会社
さいたま新都心郵便局

埼玉県さいたま市中央区新
都心３－１

1010001112577

郵便法又は民間事業者による信書の
送達に関する法律に規定する郵便及
び信書の送達が可能な事業者は、日
本郵便株式会社以外になく競争を許
さないことから、会計法第29条の3第4
項に該当するため。（根拠区分：ニ
（ハ））

14,958,163円 ＠63円ほか 100.0% － － － －

単価契約
令和５年度支払
実績額
15,220,172円

料金後納郵便等役務契約
コンピューター郵便

支出負担行為担当官
関東財務局総務部次長
長谷川　一彦
埼玉県さいたま市中央区新
都心１－１

令和5年4月3日

日本郵便株式会社
銀座郵便局

東京都中央区銀座８－２０－
２６

1010001112577

郵便法又は民間事業者による信書の
送達に関する法律に規定する郵便及
び信書の送達が可能な事業者は、日
本郵便株式会社以外になく競争を許
さないことから、会計法第29条の3第4
項に該当するため（根拠区分：ニ
（ハ））

4,537,175円 ＠97円 100.0% － － － －

単価契約
令和５年度支払
実績額
4,300,883円

料金後納郵便

分任支出負担行為担当官
関東財務局東京財務事務所
長
須田　渉
東京都文京区湯島４－６－１
５

令和5年4月3日

日本郵便株式会社
本郷郵便局

東京都文京区本郷６－１－１
５

1010001112577

郵便法又は民間事業者による信書の
送達に関する法律に規定する郵便及
び信書の送達が可能な事業者は、日
本郵便株式会社以外になく競争を許
さないことから、会計法第29条の３第４
項に該当するため（根拠区分：ニ
（ハ））

6,211,463円 @99円ほか 100.0% － － － －

単価契約
令和５年度支払
実績額
6,166,058円

料金後納郵便

分任支出負担行為担当官
関東財務局千葉財務事務所
長
井原　真治
千葉県千葉市中央区椿森５
－６－１

令和5年4月3日

日本郵便株式会社
千葉中央郵便局

千葉県千葉市中央区中央港
１－１４－１

1010001112577

郵便法又は民間事業者による信書の
送達に関する法律に規定する郵便及
び信書の送達が可能な事業者は、日
本郵便株式会社以外になく競争を許
さないことから、会計法第29条の３第４
項に該当するため（根拠区分：ニ
（ハ））

1,342,692円 @84円ほか 100.0% － － － －

単価契約
令和５年度支払
実績額
1,023,545円

料金後納郵便等役務契約

分任支出負担行為担当官
関東財務局横浜財務事務所
長
西村　則人
神奈川県横浜市中区北仲通
５－５７

令和5年4月3日

日本郵便株式会社
横浜港郵便局

神奈川県横浜市中区日本大
通５－３

1010001112577

郵便法又は民間事業者による信書の
送達に関する法律に規定する郵便及
び信書の送達が可能な事業者は、日
本郵便株式会社以外になく競争を許
さないことから、会計法第29条の３第４
項に該当するため（根拠区分：ニ
（ハ））

1,806,337円 ＠84円ほか 100.0% － － － －

単価契約
令和５年度支払
実績額
1,636,950円

水道料
使用量4,071㎥

分任支出負担行為担当官
関東財務局東京財務事務所
長
須田　渉
東京都文京区湯島４－６－１
５

－

東京都水道局

東京都新宿区西新宿２－８
－１

8000020130001

予算決算及び会計令第102条の2に基
づき長期継続契約を行っており、かつ
行政需要に適合した供給を行える事
業者が特定されており、契約価格の競
争による契約相手方の選定を許さない
ことから、会計法第29条の3第4項に該
当するため（根拠区分：ニ（ロ））

－ － － － － － －

長期継続契約
単価契約
分担契約
令和５年度支払
実績額
2,959,418円
全額を当局にて
負担

関東財務局管内電話網構築業務
14拠点

支出負担行為担当官
関東財務局総務部次長
長谷川　一彦
埼玉県さいたま市中央区新
都心１－１

－
ソフトバンク株式会社

東京都港区海岸１－７－１
9010401052465

一般競争入札において、不調となり、
落札者となるべき者がいないことから、
会計法第29条の3第5項及び予算決
算及び会計令第99条の２に該当する
ため

－ － － － － － －

長期継続契約
令和５年度支払
実績額
12,512,262円

落札率
再就職の
役員の数

公益法人の場合

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公

募）
予定価格 契約金額


